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○愛南町住民参画推進条例 

平成21年12月10日条例第21号 

愛南町住民参画推進条例 

目次 

第１章 総則（第１条―第５条） 

第２章 住民参画推進制度 

第１節 通則（第６条―第８条） 

第２節 委員会等（第９条―第13条） 

第３節 住民の意見表明制度（第14条―第17条） 

第４節 住民の意見の把握（第18条―第20条） 

第３章 雑則（第21条・第22条） 

附則 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、愛南町自治基本条例（平成19年愛南町条例第29号）に規定する「住

民自治の原則」及び「分担と協力の原則」にのっとり、住民参画に関し必要な事項を定め、

住民参画を推進するための制度を確立することにより、住民の意思を町政に適切に反映さ

せ、もって住民自治の発展に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。 

(１) 住民 町内に在住し、在勤し、又は在学する個人をいう。 

(２) 住民参画 住民が、町政の計画から実施、評価及び見直しに至るまでの各過程に主

体的にかかわることによって、住民の意見を町政に適切に反映させることをいう。 

(３) 町 町長（消防長を含む。）、教育委員会、選挙管理委員会、監査委員、農業委員

会及び固定資産評価審査委員会の各実施機関をいう。 

(４) 委員会等 地方自治法（昭和22年法律第67号。以下「法」という。）第138条の４

第３項に規定する委員会、審議会、審査会等の附属機関及びこれに類するものをいう。 

(５) 住民の意見表明制度 次に掲げる一連の手続をいう。 

ア 町が、施策及び事業（以下「施策等」という。）の案並びに当該案に関する資料を

公表し、住民に意見を求める手続 

イ 住民が、アに規定する町の求めに応じて施策等の案に対する意見を書面等により表

明する手続 

ウ 町が、イの規定による住民の意見を検討し、その検討結果を公表する手続 

(６) 住民の意向調査 町が、施策等の形成過程の意思決定前に実施し、又は施策等の現

状及び課題を把握するために実施する次に掲げる調査をいう。 

ア 広く住民に対して実施するアンケート方式の調査 

イ 公募により住民を登録し実施するモニター方式の調査 

ウ 施策等の関係者に対して実施するヒアリング方式の調査 

(７) 意見交換会 町が、住民と対話を通じて町政に関する意見を交換するため、任意に

開催する集会をいう。 

（基本原則） 

第３条 住民参画の基本原則は、次のとおりとする。 

(１) 住民参画は、住民と町のそれぞれが持つ情報をお互いが共有することにより行われ

ること。 

(２) 住民参画は、住民が等しく町政に参画できる機会が保障されることにより行われる
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こと。 

(３) 住民参画は、住民の様々な意見が平等に取り扱われ、住民の意思として尊重される

ことにより行われること。 

（住民の役割） 

第４条 住民は、町が施策等に関し住民の意見を求める機会を活用するほか、広く町政に

関し自発的に町に意見を述べることにより、町政への参画に努めるものとする。 

２ 住民は、前項の規定により町に意見を述べるときには、施策等が公益性を有すること

にかんがみ、特定の者の利益にならないよう町全体の利益を考慮しなければならない。 

（町の役割） 

第５条 町は、住民が町政に関し、高い関心を持ち、自発的に考えて町に意見を述べるこ

とができるよう、その機会の拡充を図り、住民参画を推進しなければならない。 

２ 町は、住民から意見を受けたときは、当該意見を検討するとともに、住民に対しその

検討結果を速やかに公表し、又は回答するなどして、誠実かつ適切に対応するものとする。 

第２章 住民参画推進制度 

第１節 通則 

（住民参画推進制度の実施） 

第６条 町は、前条第１項の規定により住民参画を推進するための制度（以下「住民参画

推進制度」という。）を実施するものとする。 

２ 住民参画推進制度は、次に掲げる手法によるものとし、１以上を選択するものとする。

ただし、特に住民の関心が高いと思われる事案の場合にあっては、２以上を選択するもの

とする。 

(１) 委員会等の設置 

(２) 住民の意見表明制度の実施 

(３) 住民の意向調査の実施 

(４) 意見交換会の開催 

(５) 政策等の提案の募集 

（意見等の取扱い） 

第７条 町は、住民参画推進制度の実施に係る意見等を公表するときは、個人情報等の不

開示情報（愛南町情報公開条例（平成16年愛南町条例第13号）第７条各号に該当する情報

をいう。以下同じ。）を除かなければならない。 

（実施状況の公表） 

第８条 町長は、毎年度、前年度における住民参画推進制度の実施状況を公表するものと

する。 

第２節 委員会等 

（委員会等の設置） 

第９条 町は、施策等に関して、住民及び専門的な識見を有する者（以下「住民等」とい

う。）に調査、審議等のほか、意見を求める必要がある場合は、委員会等を設置するもの

とする。 

２ 町は、委員会等の設置に当たっては、原則として設置目的及び所掌事項が他の委員会

等と重複せず、又は類似しないようにしなければならない。 

（委員会等の構成） 

第10条 町は、委員会等の委員に住民等を選任しようとするときは、委員会等が次の各号

のいずれかに該当する場合を除き、委員会等の委員の２割以上を住民からの公募による委

員とするよう努めるものとする。 

(１) 法令、条例、規則（法第138条の４第２項に規定する規程を含む。）又は要綱の規

定により委員の構成が定められている場合 
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(２) 高度な専門性を有する事案を審議する場合 

(３) その他公募に適さないと認められる場合 

２ 町は、前項各号に掲げる場合により特定のものを委員に充てたときを除いて、次に定

める事項に留意しなければならない。 

(１) 委員の住所地及び年齢に偏りがないよう努めること。 

(２) 委員会等の男女の構成比率は、それぞれ３割以上となるよう努めること。 

(３) 委員の兼任は、３を超えないよう配慮すること。 

（委員の氏名等の公表） 

第11条 町は、委員会等の委員に住民等を選任したときは、当該委員会等の名称、委員の

氏名等を公表するものとする。 

２ 町は、前項の規定にかかわらず、氏名の公表により私生活上の平穏が害されるおそれ

があるなどの正当な理由がある場合に限り、当該委員の氏名を公表しないものとする。 

（会議の公開） 

第12条 町は、委員会等の会議（以下「会議」という。）について、不開示情報が当該会

議に含まれるおそれがある場合その他公開しないことにつき正当な理由がある場合を除

き、公開するものとする。 

２ 町は、会議を開催しようとするときは、会議を公開しない場合又は緊急に会議を開催

する必要がある場合を除いて、事前に当該会議の開催日時、開催場所、議題等を公表しな

ければならない。 

３ 町は、会議を公開しない場合には、当該会議を公開しない理由を公表しなければなら

ない。 

（会議録の作成及び公表） 

第13条 町は、会議を終えたときは、速やかに会議録を作成するとともに、それを公表し

なければならない。ただし、会議を非公開とした場合は、会議録を公表しないものとする。 

第３節 住民の意見表明制度 

（住民の意見表明制度の実施） 

第14条 町は、次に掲げる事項の案について住民の意見を幅広く収集するため、住民の意

見表明制度を実施するものとする。 

(１) 次に掲げる条例の制定又は改廃 

ア 町の基本的な制度を定める条例 

イ 住民の生活及び事業活動に大きな影響を及ぼす条例 

ウ 住民に義務を課し、又は権利を制限する条例 

(２) 町の基本的な方針を定める計画の策定又は改廃 

(３) 規則（法第138条の４第２項に規定する規程を含む。）、審査基準（行政手続法（平

成５年法律第88号）第２条第８号ロに規定する審査基準をいう。）、処分基準（同号ハ

に規定する処分基準をいう。）又は行政指導指針（同号ニに規定する行政指導指針をい

う。）の制定又は改廃のうち住民の生活及び事業活動に大きな影響を及ぼすもの 

(４) 前３号に掲げるもののほか、特に住民の意見表明制度を実施することが必要と認め

られるもの 

（適用除外） 

第15条 前条に規定する住民の意見表明制度の実施に当たり、次に掲げる事項の案は適用

しない。 

(１) 町税の賦課徴収その他金銭の徴収に関する事項（地方税法（昭和25年法律第226号）

第５条第３項又は第７項の規定に基づき新たに税目を起こしたものを除く。） 

(２) 法令に基づく事項で町に裁量の余地がないもの 

(３) 法第74条第１項の規定による直接請求により、議会に付議する事項 
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(４) 緊急を要する事項 

(５) 軽微な事項 

（意見の表明方法等） 

第16条 住民は、住民の意見表明制度において意見を表明しようとするときは、その記録

性を確保できる範囲で、次の手段により行うものとする。 

(１) 町が指定する場所への書面の持参 

(２) 郵便又は民間事業者による信書の送達に関する法律（平成14年法律第99号）第２条

第６項に規定する一般信書便事業者若しくは同条第９項に規定する特定信書便事業者

による同条第２項に規定する信書便 

(３) ファクシミリ 

(４) 電子メール 

(５) 前各号に掲げるもののほか、町が必要と認める手段 

２ 意見を表明する住民は、住所、氏名等を明らかにしなければならない。 

３ 意見の表明期間は、原則として30日以上とする。 

４ 前項の規定にかかわらず、町は、やむを得ない理由がある場合に限り、30日を下回る

表明期間を定めることができる。 

（意見の検討結果の公表） 

第17条 町は、住民の意見表明制度における意見を検討し、それを終えたときは、次に掲

げる事項を公表するものとする。 

(１) 意見の内容 

(２) 意見の検討結果及びその理由 

第４節 住民の意見の把握 

（住民の意向調査の実施等） 

第18条 町は、施策等に関して住民の意向を把握する必要がある場合には、住民の意向調

査を実施するものとする。 

２ 町は、住民の意向調査の実施に当たっては、その目的を明らかにするとともに、住民

が当該意向調査について内容を適切に判断し回答できるよう必要な情報を提供するもの

とする。 

３ 町は、住民の意向調査を実施したときは、その実施結果を考慮し施策等に反映させる

よう努めなければならない。 

（意見交換会の開催等） 

第19条 町は、施策等に関して直接住民の意見を聴く必要がある場合には、意見交換会を

開催するものとし、その開催に当たっては、事前に開催日時、開催場所等を公表しなけれ

ばならない。 

２ 町は、意見交換会を開催したときは、その開催結果の概要のほか、住民の意見に対す

る対応方針を公表しなければならない。 

（政策等の提案の募集） 

第20条 町は、特定の政策、施策等（以下「政策等」という。）に関して住民に当該政策

等に関する情報を提供し提案を募集することができる。 

２ 町は、前項の募集により住民から政策等の提案を受けたときは、その提案内容のほか、

当該提案に対する町の考え方を公表しなければならない。 

第３章 雑則 

（条例の見直し） 

第21条 町は、住民参画がより一層推進されるよう、必要に応じてこの条例の見直しをす

るものとする。 

（委任） 
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第22条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

この条例は、平成22年４月１日から施行する。 


